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　２０２１年は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下にあり厳しい状況が続きましたが、各種政策
の効果や海外経済の改善もあり持ち直しの動きがみられました。しかしながら、年明けからは、新たな変異
株による感染が急速に拡大し、再び全国各地でまん延防止等重点措置の適用による行動制限が実施される
など、内外経済への影響や金融資本市場の変動等の影響が懸念されました。
　金融分野においては、昨年より官民金融機関が総力を挙げて取り組んできた無利子無担保融資等による
資金繰り支援により、企業の資金繰りは全体としては落ち着きを見せましたが、コロナの影響が大きい産業
など今後も最大限の注意が必要であり、各種公的補助金・給付金の申請手続支援など取引先へのサポート
が求められています。
　当組合においては、「アフター /ウイズコロナ、ニューノーマルに向けたビジネスモデルの追求」・「適切なリ
スクテイクと新たな可能性の追求」を事業方針に掲げ活動を展開しました。感染拡大による経済・金融の落
ち込みなどに対処すべく、政府による累次にわたる経済対策等の実施に伴い、以前にも増して中小・小規
模事業者及び生活者の立場に立った助言・サポートが求められています。

　コロナ禍で加速したデジタル化の流れから、働き方改革の進展や人口移動の変化等、社会の変化の兆し
が現れており、政府においては、事業者支援はじめ国民が豊かに生活できる新しい資本主義社会の実現に
向け、スピード感ある施策の展開が期待されています。
　金融分野においては、引き続き金融仲介機能を十分に発揮するとともに、顧客との絆を活かしたコンサル
ティング機能を発揮し、より一層の金融サービスの向上が求められています。
　２０２２年度は「新中期経営計画」の初年度にあたり、当組合の将来を展望する事業年度で、創立７０周年
を迎える重要な節目の年となります。感染拡大懸念の中で、人流の抑制や経済活動の停滞、原材料の不足
や原油価格の高騰など経済活動の維持と向上に大きなリスクがありますが、お客さまへの徹底した訪問によ
り、一人ひとりの相談に親身に対応する面談機会の創出を一層強化し、地域貢献を実践しサステナブルな経
営基盤の構築を目的に、積極果敢に取り組んでまいります。

　預貸金の推進、有価証券の効果的な運用と業務効率化により、損益は事業計画を上回りました。
　◉預金の平均残高は対前年度比３０億円増加(伸率２.７％)の１,１５６億円(計画１,１２９億円)
　◉貸出金の平均残高は対前年度比１９億円増加(伸率３.１％)の６５７億円(計画６６２億円)
　◉損益は業務純益３３７百万円、税引前当期純利益２７６百万円、当期純利益２０７百万円

 令和３年度　経営環境・事業概要


